
刊行にあたって
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　今般の新型コロナウイルスの影響は、金融機関が想定してきた緊急時対応・危機
管理とは、大きく性質が異なるものであった。多くの金融機関がこれまで想定して
きた「緊急時」「危機」は、震災や台風等、主に自然災害を想定しており、これに
対するＢＣＰ等が検討の中心であったのではないかと思われる。
　今回の新型コロナウイルスがもたらした危機は、こうしたこれまでの想定と異な
り、その影響が全国的・全世界的に及んでいることに第一の特徴がある。一部の拠
点で業務継続が困難である場合にこれを他の拠点・本部等で代替するといった発想
が通用せず、全社的な拠点の閉鎖や在宅勤務を余儀なくされる場合に、いかにして
業務を継続するかという点が課題となった。海外拠点を有する場合には、各国・地
域ごとに異なる危機の発生状況やこれに対する当局の規制状況等も踏まえたうえ
で、本部がいかに適時かつ適切に情報を収集し、指示を発することができるかが肝
要となる。
　第一の特徴とも関連するが、新型コロナウイルスの影響が全国的・全世界的であ
るがゆえに、資金繰りに困窮し、金融機関による即時の救済を必要とする事業者が
多数の業種において発生する点が、第二の特徴として挙げられる。金融機関として
は、自らも拠点の休業や従業員の在宅勤務等を行いながら、こうした顧客のニーズ
にも適切に応えていくことが求められる。
　第三に、今回の危機は、効果的なワクチンの開発等がなされるまでは完全には解
消せず、また季節の変動や国際的な移動の再開等により第二波・第三波の発生が予
想されるなど、危機が相当期間長期化する可能性がある点にも特徴がある。金融機
関としては、危機の長期化を前提とし、いかにして危機と付き合っていくかを踏ま
えて対応を講じていくことが必要となる。
　ところで、こうした危機においても、平時と同様に業務を継続し、顧客や地域の
期待に応えながら平時と同等以上の業績を達成している金融機関も存在する。すで
に「緊急時」「危機」対応の巧拙が、金融機関の業績にも影響を与えつつあり、今
後その影響が長期化していくと、挽回不能な差となって現れてくる可能性もある。
金融機関においては、これまでのような「オペリスク」的発想から脱却し、「新常
態（ニュー・ノーマル）」下での金融機関のあり方につき、経営の問題として捉え、
「戦略リスク」の観点から緊急時対応・危機管理を検討していくことが重要となる。
本書では、危機対応の各論を説明する前提として、これまでの発想を転換して経営
の問題として捉えていく必要性につき、まず第１章で説明している。
　このように、経営の問題、戦略リスクの問題として緊急時対応・危機管理を再構
成したうえで、これらを具体的に実現していく諸施策についても、見直しが必要と
なる。第２章では、このうち、様々な危機を想定したＢＣＰの策定や、テレワーク
導入にあたっての態勢整備・リスク管理のあり方について言及している。
　他方で、金融機関としては、危機に苦しむ顧客・地域社会にも最大限貢献してい
く公共的役割を有している。第３章では、顧客対応の観点から、平時の態勢整備、
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一　平時から顧客に確認しておくべきこと

１　金融仲介機能の発揮にかかる取組方針

　金融機関は、平時の経営環境においても、取引先、顧客（地域）に対する金融仲
介機能の継続的な発揮を通じて、安定した収益と将来にわたる健全性を確保し、取
引先、顧客（地域）の持続的な成長に貢献していくために、経営陣が経営理念に基
づいて適切な経営戦略を策定・実行し、また、取締役会等がガバナンスを発揮して
いくことが期待される。したがって、まず金融庁が公表している「中小・地域金融
機関向けの総合的な監督指針」（以下、「監督指針」という）に沿って、金融仲介機
能の発揮にかかる取組方針で考慮すべき事項を確認する。
　金融機関の基本的な役割としては、中小企業（小規模事業者を含む）や住宅ロー
ン借入者など個々の借り手の状況をきめ細かく把握し、他業態も含め関係する他の
金融機関等と十分連携を図りながら、円滑な資金供給（新規の信用供与を含む。（以
下、同じ））や貸付けの条件の変更等に努めることが求められる。特に、金融機関は、
株式会社地域経済活性化支援機構法（平成 21年法律第 63号）64条の規定の趣旨
を十分に踏まえ、地域経済の活性化および地域における金融の円滑化などについて、
適切かつ積極的な取組みが求められることに留意する必要がある。このような観点
から、金融機関は、資金供給者としての役割のみならず、顧客企業に対するコンサ
ルティング機能の発揮を通じて、中小企業をはじめとする顧客企業の経営改善等に
向けた取組みを最大限支援していくことも求められる（顧客企業に対するコンサル
ティング機能の発揮については、後記４を参照）。
　前記の基本的役割を踏まえ、金融仲介機能を組織全体として継続的に発揮するた
めの態勢整備や取組状況を点検する際には、監督指針において挙げられている着眼
点が最低要件になると考えられることから、後記４点に留意する必要がある。

①�　中小企業や住宅ローン借入者など個々の借り手の状況をきめ細かく把握し、円

滑な資金供給や貸付けの条件の変更等に努めているか。また、他業態も含め関係

する他の金融機関等がある場合には、当該他の金融機関等と十分連携を図りなが

ら、円滑な資金供給や貸付けの条件の変更等に努めているか。

②�　株式会社地域経済活性化支援機構法第 64条の規定の趣旨を踏まえ、事業者の

事業の再生又は地域経済の活性化に資する事業活動を支援するに当たっては、地

域における総合的な経済力の向上を通じた地域経済の活性化及び地域における金

融の円滑化に資するよう、地域経済活性化支援機構との連携を図るとともに、自

―第３章―
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　ここで、金融庁が 2019 年 12 月に公表した「検査マニュアル廃止後の融資に関
する検査 ･監督の考え方と進め方」（以下、「融資ＤＰ」という）において、一般貸
倒引当金に関して言及しているポイントのうち、信用リスク情報の引当への反映に
関する考え方を紹介する。融資ＤＰでは、引当に反映する信用リスク情報を、（図
表３−１）に示すとおり、時系列の観点から「過去実績」、「足元の情報」、「将来の情
報」に大別し、さらに「個社の定量情報」と「個社の定性情報」を区分して整理し
ている。このうち、一般的に過去実績と個社の定量情報および定性情報については、
これまでの引当実務にも反映されてきたが、過去実績や財務データを重視した見積
方法では、信用リスクに重大な変化が生じた場合に、その影響を引当へ機動的に反
映することが難しいことから、足元の情報やフォワードルッキングな観点に基づく
将来の情報を見積りに反映できるよう各金融機関に創意工夫を促している。個社の
定量情報および定性情報や足元の情報を適時に捕捉するには、平時から取引先と緊
密にコミュニケーションが図られているかで情報の鮮度や精度が分かれてくる。

　また、前記の目的を補完する役割として、日常的・継続的な関係強化と経営の目
標や課題の把握・分析がある。これは後記４で述べるコンサルティング機能の発揮
に必要となる顧客情報であり、その把握・分析にあたっての留意点として、①日常
的・継続的な関係強化を通じた経営の目標や課題の把握・分析とライフステージ等
の見極めと②顧客企業による経営の目標や課題の認識・主体的な取組みの促進の２
点が監督指針に示されている。
　１点目は、顧客企業との日常的・継続的な接触により経営の悩み等を率直に相談
できる信頼関係を構築し、それを通じて得られた顧客企業の財務情報や各種の定性
情報をもとに、顧客企業の経営の目標や課題を把握する。そのうえで、次のような
点を総合的に勘案して、顧客企業の経営の目標や課題を分析し、顧客企業のライフ
ステージ（発展段階）や事業の持続可能性の程度等を適切かつ慎重に見極める。

【図表３−１】信用リスクに関する情報の例

過去実績 将来の情報足元の情報個社の定
性情報

個社の定
量情報

貸倒実績、倒産件数・
倒産時回収実績等

個社の実態ＢＳ、ＰＬ、
支払状況、条件変更等

事業の将来性、代表者
の資質等

融資方針・基準の変化、ポートフォ
リオの質・量の変化、与信集中によ
る影響、特定の地域・産業の状況の
変化、経済・ビジネス情勢の変化、
その他外的要因等

特定の地域・産業に関する
将来の予測（例：不動産・
原油価格の推移）
マクロ経済指標の予測
（例：ＧＤＰの予測）

これまでの実務
〈事象の発生から引当への反映までのタイムラグ〉

今後引当への反映が可能に
〈把握したリスクを早めに引当に反映させることが可能に〉

（出所）融資ＤＰ（18頁）に掲載されている図表をもとに筆者編集
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